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１.事案の概要
被告Yは、昭和56年ころ、水道管敷設用の
建設機械である複合掘進機（以下、「CMT掘
進機」という。）を開発し、その後、CMT掘
進機および推進工法に関する特許出願をして、
複数の特許権を取得した。原告Xは、昭和57
年12月から平成10年４月にかけて、Yから、
CMT掘進機６台を（種類によって値段は異な
るが3300万円から7875万円）購入した。Xは、
昭和57年ころから、Yから購入または賃借し
たCMT掘進機を使用する複合推進工法（以下、
「CMT工法」という。）による工事（以下、「CMT
工事」という。）を施工してきた。Xは、各
CMT掘進機を購入してから平成20年８月に至
るまで、CMT工事を受注する都度、Yに
CMT掘進機の改修を依頼し、Yはこれを実施
してきた。
Yは、昭和63年４月、CMT工法の普及、研
究開発および技術の向上を図ること等の目的
でCMT工法協会（以下「旧協会」と称する。）
を設立した。旧協会は、実質的にはCMT工
事の宣伝、工事の営業活動、コンサルタント
等を行い会員への工事斡旋を目的としていた。
旧協会には、Yのほか、Xを含む土木建設業
者７社が加入し、Xは、旧協会の設立当初か
らの会員であった。旧協会では上記の通り会
員への工事の斡旋を行っていたが、Xはたび
たび他の会員との間で代金不払いや工事受注
に関して問題を生じさせていたことが認めら
れる。
その後、平成20年８月26日、Yは旧協会を
解散し、同月28日、Xを除く旧協会の会員お
よび新規加入の一社を新会員とするCMT工
法協会（以下「新協会」と称する。）を設立
した。Yは、平成20年９月、Xに対し、主と
して、①Yは、Xが所有するCMT掘進機につ
いて、Xが既に着手しているCMT工事に使用
するものを除き改修しない。②Xは、新たに
CMT掘進機を製作してはならない。③Xは、
Xが所有するCMT掘進機を使用して工事を施
工する場合でも、「複合掘進機」および「CMT
掘進機」の名称を使用してはならない、旨の
申入れをした。
そこで、XはYからCMT掘進機の改修を一
方的に拒絶されたことでCMT掘進機を用い
た工事の受注および施工をすることができな
くなったとして、Yに対して損害賠償を求め
て訴訟に及んだ。
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２.裁判要旨（確定）―請求棄却―
大阪地裁は、次のように判示して、Yが負っ
ている改修義務は既に消滅しているとして、
Xの訴えを退けた。
①売買契約上の改修義務の成否について
　XY間で、CMT掘進機の売買契約の際に、
Xが受注する工事に適合するようにCMT掘
進機を有償で改修をするとの合意は存在す
るが、その合意は、「個々の改修に係る請
負契約において、どのような改修をいくら
で実施するのかという合意の要素となるべ
き具体的な内容を含むものではなく、その
改修の成否も不確定なものである」と説示
し、その上で、その合意は、Yは、Xの「求
めがあれば改修の契約交渉に応じ」、XもY
と「改修の契約交渉に入ることを期待でき
るという程度の抽象的な約束に過ぎ」ず、「そ
こに債務不履行や不法行為責任を問うこと
ができるという意味での法的拘束力を認め
ることは困難」であり、Yには「CMT掘進
機を改修すべき契約上の義務を認めること
はできない」とした。
②信義則上の改修義務の成否について
　CMT掘進機は、CMT工事を効率よく施
工するために「その都度改修を加えること
を要する特殊な機械」であり、その改修は
CMT掘進機につき複数の特許権を有するY
以外にはその実施が困難であった。CMT掘
進機の購入者はYによる「改修を期待した
上でCMT掘進機を購入した」といえ、「そ
の期待を裏切ることは許されない」として、
XがCMT掘進機を購入した直後からYが
「その改修に一切応じないならば、債務不
履行等の問題が生じる余地がある」と説示
した。
③信義則上の改修義務の存否について
　この信義則上の義務には「当然にその終
期が存する」と説示する。そのような義務
が存続するかどうかは、その基礎としてのX・
Y間の「信頼関係」のほか、「通常その義務
が存続すべき期間（CMT掘進機自体の耐用
年数が参考となる。）、さらに、義務が履行
されないことによる」Xの「不利益の程度
等を総合考慮の上、決せられるべきもので
ある」と説示し、これらの事情を考慮し、「信
義則上の改修義務は、遅くとも旧協会の解
散時点（平成20年８月）には、消滅したも
のと認めるのが相当である」と判示した。
３.評 釈
⑴　本件の問題点 ―本評釈の視点―
本件は、建設機械であるCMT掘進機の製
造販売を行うYが、販売した機械の改修をす
る義務（以下では、「改修義務」と称する。）
を負っているにもかかわらず、改修を一方的
に拒絶したために損害を被ったとして、損害
賠償を求めた事案である。
売買契約において、売主は、財産権移転義
務（民法555条）という給付結果の実現に直
接関連する義務、すなわち、当事者間の合意
に基づく義務であり契約締結によって生じた
特別な法的結合関係（以下では、「債務関係」
と称する。）を特徴付ける不可欠な義務（以
下では、「主たる給付義務」と称する。）を負っ
ており、この主たる給付義務の不履行が生じ
ると当事者の合意によって目的とされた利益
および結果（以下では、「給付利益･給付結果」
と称する。）が実現されないために、主たる
給付義務の不履行は単独で帰責根拠として位
置付けられることとなる。売主は、さらに、
買主が対抗要件を備えるのに協力する義務や、
買主が財産権取得を証明するのに必要な書類
を交付する義務、従物の所有権その他従たる
権利をも買主に移転する義務、目的物の果実
を引き渡す義務（民法575条１項）、目的物の
引渡義務、買主の完全性利益を侵害しない義
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務、等の当該債務関係に特有の義務ではない
が債務関係の内容を画するのに有用な義務（以
下では、「広義の付随義務」と称する。）を負っ
ており、広義の付随義務の不履行が生じたと
しても、主たる給付義務の履行によって給付
利益・給付結果が十分に実現されることもあ
ることから、広義の付随義務の不履行が生じ
たとしても単独では帰責根拠となるのではな
く、広義の付随義務の不履行が生じた結果と
して給付利益・給付結果が実現しないために
主たる給付義務の不履行が生じていると評価
されて初めて帰責根拠として機能することと
なる。広義の付随義務は債務関係から導かれ
る義務であることから、その内容は契約当事
者の合意によって定まることとなり、広義の
付随義務には訴求可能であることを前提とし
た義務とそうではない義務とが認められる。
前者は「従たる給付義務」、後者は「（狭義の）
付随義務」と呼ばれることがある。また、契
約当事者間の合意によらずして、信義則など
の法律規定によって基礎づけられる「法定債
務関係」から導かれる義務として買主の完全
性利益を保護する義務（以下では、「保護義務」
という。）があるとされる1。
上記のように、売主は種々の義務を負って
いるが、契約責任に関する伝統的理解では、
いずれの義務も給付利益･給付結果を実現さ
せる過程（以下では、「履行過程」と称する。）
において存する義務であり、給付利益･給付
結果が実現した以後ではその目的を達成し消
滅すると考えられている。しかし、本件で問
題となった改修義務は履行過程ではなく給付
利益･給付結果が実現した後に存在しなけれ
ば意味をなさない義務である。このように、
給付利益･給付結果が実現した後にも売主が
1　我が国における義務構造論については、完全性利益侵害を契約との関係でどのように位置付けるのかという議論を出発点
として理論展開がなされてきている。この議論について、詳しくは、長坂純『契約責任の構造と射程―完全性利益侵害の
帰責構造を中心に―』（勁草書房、2010）14,15,110頁を参照されたい。また、義務構造論とはドイツ法理論に特有のもの
であり、我が国においてはこのような議論はそこまで重要ではなく、契約上の義務として認めれば足るという見解もある（例
えば、平井宜雄『債権総論[第２版］』（弘文堂、1994）49頁以下）。本稿では、義務構造論について検討することはできな
いが、義務構造論は今日における我が国の民法学に重大な影響を有すると考えられることから、上記の義務概念を用いる
こととする。
義務を負うのかについては、詳細に研究され
てきたとはいい難い。
本件で大阪地裁は、給付利益･給付結果が
実現した後に売主が改修義務を負うことを示
唆し、その存続期間についても言及している
ことから、この点につき検討を加えることと
する。以下では、まず、本件で問題となった
売主の改修義務がなぜ認められるのか（法的
根拠）について検討する。ついで、改修義務
が売買契約における債務関係においてどのよ
うに位置付けられるのか（改修義務の性質）
を検討した上で、改修義務違反が認められた
場合の効果について探求する。さらに、改修
義務の存続期間の基準はどのように捉えるこ
とができるのかについて検討し、以上を踏まえ、
本件が今後の裁判実務にどのような影響を及
ぼすかという視点で評釈する。
⑵　改修義務の法的根拠
改修義務が売買契約との関係から論じられ
るとき、その法的根拠は何であるかが問題と
なる。大阪地裁は、まず、改修義務が売買契
約に際してなされる合意によって根拠づけら
れうることを示唆している。すなわち、「CMT
掘進機の売買契約の際、Xが受注する工事に
適合するようにCMT掘進機を有償で改修す
るとの合意」が存在したならば「契約上の義務」
として改修義務を認めることができるとして
いる（しかし、本件においては、そのような
合意はなかったと認定された）。
このように、大阪地裁は、「売買契約締結
に際してなされる合意」によって改修義務を
根拠づけることができ、この義務を「契約上
の義務」として位置付けることができるとし
ている。このことから、大阪地裁は、改修義
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務は売買契約ではなく特別な合意によって根
拠づけられるということを明らかにしているが、
この合意によっていかなる契約が成立するの
かについては言及していない。
改修義務を根拠づける契約について直接言
及している論考は管見の限りでは見いだすこ
とができなかったが、浜上則雄博士が品質保
証の法的性質を論じるにあたり言及している
「損害担保契約」が参考となろう。
損害担保契約とは、「ある者が、定められ
た結果の発生に対して責任を負うこと、ある
いは将来のまだ発生していない損害の危険を
引き受けること」を内容とする契約であると
される2。損害担保契約は、民法446条に定めら
れた保証とは異なり付従性がなく、保険契約
とは異なり危険の引き受けに対する対価がな
いとされる。その結果、損害担保契約は個別
的契約であって、売買契約の内容となってい
た以上の結果を担保しているものの、対価の
支払いを請求することのできない片務契約で
あるとされる3。以上のことから、損害担保契
約は売買契約とは別個独立した契約であり、
一定の結果の発生（または不発生）のみをもっ
て改修義務の履行を請求することができるた
め、瑕疵担保責任とは異なり瑕疵が危険移転
時に存在している必要はないという特徴を有
することとなる。
本件において、損害担保契約によって改修
義務が根拠づけられたとした場合、改修義務
の履行を請求するのは、Xが受注した工事に
は現在のCMT掘進機を改修することが必要
であることが明らかとなったときであるとい
えよう。しかしながら、CMT掘進機の改修は
有償であること、および、場合によっては改
修ができないことがあることを両当事者が認
めていることからすれば、本件において問題
となりうる契約は「損害担保契約」として性
2　浜上則雄「品質保証の法的性質」ジュリ494号（1971）16頁。
3　浜上・前掲注⑵19,20頁。
質決定できないが、損害担保契約類似のいわ
ば「改修義務設定契約」であったということ
になろう。すなわち、CMT掘進機の改修が必
要であったことが明らかとなったとき、原則
としてXの請求に応じてYは有償で改修しな
ければならないが、改修ができない場合には、
Yは義務の履行を免れうるという内容の契約
によって、改修義務を根拠づけることができ
ると解される。
本件において、大阪地裁は、上記の合意が
認められないためにYには契約上の義務とし
て改修義務が認められないとするものの、信
義則上の改修義務が存在していたと説示して
いる。しかし、信義則上の改修義務が常に認
められるわけではないとしている点には注意
が必要である。すなわち、大阪地裁は、CMT
掘進機が受注した工事に応じた改修を要し、
その改修は当該機械につき複数の特許権を有
するY以外にその実施が困難である特殊な機
械であるのみならず、当該機械の買主がその
改修を受けることができると期待した上で購
入していることに着目し、CMT掘進機の買主
であるXの当該期待を裏切ってはならないた
めに改修義務が認められるとしている。なお、
本件における改修義務は、上述の通り、原則
としてXの請求に応じてYは有償で改修しな
ければならないが、改修ができない場合には、
Yは義務の履行を免れうるという内容であっ
たといえよう。
このように、改修義務が信義則を介して売
主に認められるのは、適切な使用には改修を
要し、かつ、その改修は売主以外には困難で
あるという売買目的物の特殊性のみならず、
買主が売買目的物の改修を受けることができ
ることを期待して購入しているという、いわば、
売買目的物の特殊性と買主の正当な期待とい
う客観的要件と主観的要件の２つの要件を充
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足した場合に限られるということを大阪地裁
は示唆している。
以上のことから、売主が売買目的物の引渡
後もなお認められる改修義務は、売買契約と
は別個独立した「改修義務設定契約」、もし
くは、売買目的物の特殊性（客観的要件）と
買主の正当な期待（主観的要件）が認められ
るために信義則によって根拠づけられるとい
えよう。
⑶　改修義務の性質と義務違反の効果
　―売買契約上の債務関係との関係性―
改修義務が、売買契約とは別個独立した改
修義務設定契約または信義則によって根拠づ
けられることは上述の通りであるが、売買契
約との関係でどのように位置付けられるのか、
換言すれば、売買契約の債務関係と改修義務
の位置付けが問題となる。
まず、改修義務が改修義務設定契約によっ
て根拠づけられる場合、当該義務は売買契約
上の義務ではなく、改修義務設定契約上の義
務であると位置付けられる。このように解す
ると、売買契約によって認められる債務関係
は売買契約上の給付利益･給付結果の実現に
よって消滅し、実現された給付利益･給付結
果の保持のために改修義務設定契約上の改修
義務が機能することとなり、改修義務は当該
契約の主たる給付義務であると位置付けるこ
とができる。
ついで、信義則によって改修義務が根拠づ
けられる場合、当該義務は売買契約上の義務
であるということとなる。これは、大阪地裁
が本件における改修義務を「売買契約に付随
する信義則上の義務」であるとしていること
からも明らかである。
しかし、売買契約に付随する義務である改
修義務は、売買契約の債務関係においてどの
ように位置付けられるのかが問題となる。上
述したが、契約責任に関する伝統的理解によ
れば、債務関係は給付利益･給付結果が実現
するとその目的を達成し消滅すると解されて
いる。しかし、改修義務は売買目的物の財産
権移転およびその他の義務によって売買契約
における給付利益･給付結果が問題なく実現
された後に機能する義務である。このように、
伝統的理解においては信義則によって根拠づ
けられる改修義務は売買契約の債務関係に
よって基礎づけられる義務ではないと解され
ることとなろう。しかしながら、大阪地裁が
改修義務を「売買契約に付随する義務」であ
るとしていることからすれば、この伝統的理
解を修正する必要があることは明らかである。
この点について、本稿では紙幅の関係で詳
細に論じることはできないが、契約上の債務
関係は主たる給付義務の履行によって給付利
益･給付結果が実現したとしても必ずしも消
滅するものではないと解することができると
考える。すなわち、履行過程においては、ま
さに「給付利益･給付結果の実現」に向けて
契約上の債務関係が機能するのに対し、主た
る給付義務等の履行によって給付利益･給付
結果が実現された後においては、「給付利益･
給付結果の保持」に向けて契約上の債務関係
が変容してなお存在し続けていると解される。
その結果、主たる給付義務等の履行によって
給付利益･給付結果が実現された後であって
も契約当事者間には義務が存在することが認
められ、その義務違反については契約責任が
妥当することを理論的に説明することができ
る。
以上のように、改修義務は売買契約とは別
個独立した改修義務設定契約上の義務または
売買契約上の付随義務として位置付けられる
が、これらの相違は義務違反の効果としての
解除権の可否に大きな影響を与えうると考え
られる。
現行民法下において、債務不履行による解
除（法定解除）は、債務者の帰責事由による
債務不履行により、給付利益･給付結果が実
現しない場合の保証手段として認められ、反
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対債務からの解放および契約関係の清算に伴
なう原状回復を目的としているとされる4。こ
のような解除の目的から鑑みれば、改修義務
が改修義務設定契約上の主たる給付義務とし
て位置付けられるときは、売主の帰責事由に
起因する改修義務違反は売主の帰責根拠とし
て位置付けられ、当該契約の給付利益･給付
結果の実現が望めないために、買主に当該契
約の解除が認められることとなる。これに対
し、改修義務が売買契約上の付随義務として
位置付けられるときは、売主の帰責事由に起
因する改修義務違反があったとしても、売買
契約の給付利益･給付結果は既に実現されて
いることから、その不実現と結びつくことが
ないために、買主による売買契約の解除が認
められることはない。すなわち、前者の場合
には、売主の帰責事由による改修義務設定契
約上の給付利益･給付結果の不実現を理由と
して改修義務設定契約の解除が認められうる
のに対し､ 後者の場合には、売買契約上の給
付利益･給付結果は既に実現されておりその
利益を買主は享受していることを鑑みれば、
売買契約の解除が認められないと考えられよ
う。
前者と後者とでは解除の可否について相違
が認められるものの、損害賠償請求、履行請
求については明確な相違は認められないと考
えられる。
売主の帰責事由に起因する改修義務違反に
よって認められる損害賠償請求の内容は、改
修義務が請求通り行われたならば得られたで
あろう利益という意味で履行利益を内容とし
ている。そのため、いずれの場合であっても
損害賠償の範囲について明確な相違が存在す
るとは考え難い。また、履行請求については、
4　谷口知平・五十嵐清編『新版注釈民法（13）債権⑷』（有斐閣、1996）656,657頁（山下末人執筆）、山本敬三『民法広義
Ⅳ-１契約』（有斐閣、2005）152頁。
5　なお、改修義務が前者として位置付けられる場合、当該契約における改修義務の反対債務が認められるか否かによっては
解除権行使の意義も変わることとなろう。すなわち、改修義務の反対債務として金銭等の支払いが行われている場合には、
それらの原状回復が問題となるのに対し、反対債務が認められない場合には、そのような原状回復が観念しえないという
点に相違が認められうる。
いずれも契約上の義務の履行を求めるに過ぎ
ず、債権の本来的機能としての請求権が行使
されるに過ぎないことから相違が存在すると
は考え難い。
このように、改修義務が売買契約とは別個
独立した改修義務設定契約上の義務または売
買契約上の付随義務として位置付けられるか
は、解除の可否という点で相違が認められる
であろう5。
⑷　改修義務の存続期間
改修義務の法的根拠として売買契約とは別
個独立した改修義務設定契約または信義則が
認められるが、前者の場合、改修義務の存続
期間は当該契約によって定められるか、消滅
時効の規定（民法167条、商法522条など）に
服することとなろう。しかし、後者の場合に
改修義務の存続期間をどのように判断するの
かが問題となる。
この信義則上の改修義務の存続期間につい
て、大阪地裁は、改修義務の基礎である当事
者間の信頼関係のほか、通常その義務が存続
すべき期間、さらに、義務が履行されないこ
とによる買主の不利益の程度等を総合考慮の
上、決せられるべきものであると説示している。
ここでの信頼関係の存否を、大阪地裁は「共
存共栄の関係」や「義務の履行を拒絶するに
至った事情・経緯」によって判断している。
特に、改修拒絶に至ったXとYとの間の取引
上の信頼関係の崩壊およびYのXに対する不
信感を抱くに至った経緯を重視している。
また、通常その義務が存続すべき期間につ
いて、大阪地裁は、売買目的物の「耐用年数
が参考となる」としている。本件において、「一
般的な掘進機の耐用年数は６年～８年」と認
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建設機械製造販売業者による機械販売後の改修義務の存否及び存続期間
―大阪地判平成22年11月29日（判時2121号101頁）―
定し、本件においてXの所有する６台のCMT
掘進機はそれぞれ、1982年12月、1986年11月、
1987年９月、1988年11月、1989年３月、1998
年４月に購入されていたという事実関係から
すれば、その期間を優に超えていることは明
らかである。
そして、義務が履行されないことによる買
主の不利益について、大阪地裁は、Xの売上
高を占めるCMT掘進機を用いた工事の割合、
さらにCMT掘進機の購入代金（合計約
２億６千万円）はこれまでのCMT掘進機を
用いた工事によって得られた利益と比して既
に十分回収したことを認められるとして、X
の不利益の程度はそれほど大きくないと説示
している。すなわち、ここでいう不利益の算
定にあたっては、売買目的物を用いて買主が
得られる利益の減少のみならず、売買目的物
購入にあたって投下した資本が十分に回収で
きているかを参考にしていると解される。
大阪地裁は、以上の点を総合考慮し、信義
則上の改修義務は2008年８月まで存在してい
たと認定している。このことから、Yの改修
義務は最長で26年間、最短でも10年間存続し
ていたことを認めている。なお、この存続期
間の算定にあたっては、売買目的物の耐用年
数が参考になるとしつつも、最重要資料とし
て扱われていないことにも着目すべきである。
本件においては、2008年８月までYが改修義
務を負っていたと判示しているが、この時期
は新協会の設立時期にあたり、旧協会会員で
あるXを加入させないことを決した時期と重
なっている。このことから、大阪地裁は、売
買目的物の耐用年数や義務を履行されないこ
とによる買主の不利益をそれほど重要視して
いるのではなく、当事者間の信頼関係を重要
視していると考えられる。
しかし、信義則上の付随義務の存続期間は、
必ずしも当事者間の信頼関係の有無によって
判断されるのではないと解される。確かに、
大阪地裁は当事者間の信頼関係を重要視して
いるが、「通常その義務が存続すべき期間」が
経過していない間に当事者間の信頼関係が損
なわれた場合、付随義務は存在しないという
ことになるのであろうか。この点について、
大阪地裁は言及していない。しかし、信義則
上の付随義務の存続期間を判断するにあたっ
ては、まず「通常その義務が存続すべき期間」
として売買目的物の耐用年数を参照し、この
期間を越えた場合について、大阪地裁は当事
者間の信頼関係等を総合考慮して判断すべき
ことを示したと評価することができよう。
⑸　本判決が及ぼす影響
改修義務について言及している従来の裁判
例は、主に瑕疵担保責任の追求の可否または
特約が存在する場合について判断してきてい
る。本件は、改修義務について特約がなくと
も信義則に基づいて売主が改修義務を負うこ
と、そして当該義務の存続期間について判断
した希有な裁判例である。これまで、本判決
を素材として、改修義務の法的根拠、義務の
性質と義務違反の効果および存続期間につい
て分析･検討を行ってきた。その中で、本件
に特有の事情が存するために認められる事項
は少なくないが、今後の裁判実務に影響を及
ぼしうる点が存すると考える。
第一に、特約がなくとも信義則に基づいて
改修義務が認められうるという点である。特
に、本判決の分析の中で、信義則上の改修義
務が認められる要件として、適切な使用に要
する改修は売主以外にその実施が困難である
という売買目的物の特殊性のみならず、その
改修を受けることができることについて買主
に正当な期待が挙げることができる。すなわ
ち、売買目的物の特殊性という客観的事情の
みならず、買主の正当な期待という主観的事
情の双方が認められる場合にのみ認められる
という意味で、例外的に認められうるに過ぎ
ないとも評価できよう。
第二に、信義則に基づく改修義務の存続期
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間は、個別具体的に判断されうるという点で
ある。本件において、大阪地裁は「通常その
義務が存続すべき期間」として売買目的物の
耐用年数が参考となると言及しているが、そ
の期間を越えた場合には当事者間の信頼関係
等を総合考慮して判断したと解することがで
きる。そのため、売買目的物の耐用年数や消
滅時効の規定によって画一的に定まるのでは
なく、個別具体的に判断されることとなると
いえよう。
４.終わりに
売買契約において、特段の合意なくとも信
義則を根拠として改修義務が認められる場合、
その義務は売買契約上の付随義務として位置
付けられるが、永久に存在し続けるのではない。
本件では、特に当事者間の信頼関係が崩壊し
たと認めることができる時点には改修義務は
消滅したとして、Yによるの改修拒絶等につ
き債務不履行責任は生じえないと判断された。
しかし、売買契約上の主たる給付義務等の履
行によって給付利益･給付結果が実現した後
であってもなお、当事者間に義務が存すること、
そして、この義務違反に際しては債務不履行
責任が妥当することが明らかとなった。
本件の評釈を通じて、今後の事件にも妥当
しうる事項が存することは言及した。しかし、
本件の分析･検討を通じても明らかにされて
いない点が少なくない。
第一に、本件では、改修義務は既に消滅し
ているとされたことから義務違反の効果とし
て何が認められるのかという点である。特に、
解除権が認められるか否かである。改修義務
が売買契約とは別個独立した契約によって根
6　今日の耐久消費財の多くは、総務省統計局による平成26年全国消費実態調査によって、その耐用年数が明らかにされて
いる（総務省統計局、「平成26年全国消費実態調査用語の解説付録」、http://www.stat.go.jp/data/zensho/2014/furoku.
htm、（2017.12.08））。これらとは別に業界団体によっては、補修用性能備品の最低補修期間を定めているものもある（家
庭電気製品製造業における表示に関する公正競争規約施行規則別表３を挙げることができよう）。これらを比較すると、
耐用年数と補修用性能備品の最低補修期間とに差異が存在している場合がある。例えば、テレビにおいて前者は５年とさ
れているが、後者は８年とされている。また、電子レンジについて前者は６年、後者は８年とされている。
拠づけられる場合には、改修義務は当該契約
の主たる給付義務として位置付けられ、信義
則によって根拠づけられる場合には、改修義
務は売買契約上の付随義務として位置付けら
れると考えられるが、いずれにせよ売買契約
の給付利益・給付結果が既に実現されていた
という点では共通している。そのため、既に
その利益を買主が享受していることを鑑みれ
ば、改修義務違反をもって売買契約を解除す
ることは認められないと考えられるものの、
本件からは明らかではない。
第二に、改修義務の存続期間と売買目的物
の耐用年数とはどのような関係性が認められ
るのかという点である。上述のように、改修
義務の存続期間は個別具体的に定まることと
なると考えられるが、改修義務の最短期間が
耐用年数であると認めることができるのであ
ろうか6。この点についても実際には判断され
ていないので明らかではない。
このように、未だに明らかにされていない
点が存することから、今後の判例の展開を継
続して観察することが必要であろう。また、
民法の改正が2020年４月に施行されるが、改
正民法下においても同様の処理が可能である
かについても今後検討を要することとなる。
